
論 説 

式
 

形
 

の
 

表
 

関
 

毅
 

 
 

業
 

正
 

産
 

体
 

T
 

同
 

ユ
 
Ⅱ
 Ⅰ
Ⅹ
 

ノ
 

山
 

o
 
ト
 

ノ
 

ツ
 

ロ
 

一
 

ヨ
 

ョ一 ロッ " 共同体が加盟諸国の 状況を考嬉し 

つつ 1963 年以来開発を 進めていた国民経済計算 

系 SEC,) は， 1968 年ル こ 一応の完成を 見て 、 1970 

年に公刊された 幻 。 これには産業連関表の 作成 

基準も含まれているが ，前稿 ( 山下 [10]) にお 

いて扱 う ことができなかったので ，本稿では ョ 

一 ロッ " 共同体統計局 (OSCE) 編の文献 [5] [6] 

に主として依拠しながら ，それを見て 行くこと 

にしたい。 

SEC 産業連関表 は 大きく三つの 部分から成 

っている。 表 l0T l, T2, T3 がそれであ 

る 弗 。 T l は 中間取引 表 ， T2 ほ 最終需要・ 需 

表 l  SEC 産業連関表の 構成 

  部 Ⅰ ド @ ヰ Ⅰ J 最終需要       
部 

T Ⅰ T 2   

月 l 日     

本源的 投 l 

T 3 

  
泉 月 
(OSCE  [6,  p.214.  T  4] にもとづいて 作成 ) 

1)@ Systeme@ europeen@ de@ comptes@ economiques 
integres  (SEC)/European  System  of  Inte. 

grated  Economic  Accounts  (ESA)/  ョ一 ロッ 

"  国民経済計算統合体系。 
2)@ OSCE@ [@6@] ， Marczewski@ &@ Granier@[3 ， p ， 52 ， 

p. 106]. 

3)@ OSCE@ [6 ， pp ， 119 ， 214,215]OT4.1 ， T4.2 ， 

T  4.3  に相当する。 

要 領 総計表， T3 が本源的投入・ 財 サービス供 

給額 表 となっている。 ぱほ 需要領総計のべクト 

ル，月は供給額総計のべクトルであ る。 実際の 

SEC 産業連関表は 表 1 の形式で示されること 

ほ なく，以下で 説明される よう に， T l, T2   

T3 が別々に表示される。 
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部 月日Ⅰ 。 tll  tl2 .                 ⅠⅠ れ Ti 

部 「 ヨ 2 : f2l  z22 .                 亡 2 ん T. 
    
  

部 「 ワ， 1 亡 ll Ⅰ Ⅰ n2 "                 古 れれ T"   
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(OSCE  [6,  p.214,  T  4. Ⅱ @ プっ @ も とづいて 作 ． 成 ) 

4)  同質的生産油 位 : 生産物の投入，生産のプロセ 

      同質的生産物の 産出・ というような 点につ 

いて，あ る一意性を保っている 最小の単位であ 

        投入物や産出物たる 生産物は，その 物理的 

特性や加工の 程度によって 区別されるととも 

に ， どういう生産方法によって 生産されるか ， こ と し う と によっても区別される。 (OSCE [5. 
p,7] [6, p. 381) 



52@ (200) 横浜経営研究 第 W 巻 第 3 号 (1983) 

ば
 

げ
 

O
,
 
-
 
行
 

る
て
 

あ
見
 

で
に
 

表
横
 

引
を
 

取
表
 

中
間
 
こ
の
 

こ
 
ナ
 
。
ト
 

カ
 

し
い
 

赤
 
な
 

な
 
も
 

細
で
 

詳
ま
 

の
ナ
ワ
 

そ
ミ
ニ
 
n
 
Ⅱ
 

て
 

  

その行があ らわす部門から 他の各部門への ，あ 

る期間における 財 ・サービスの 販売を知ること 

ができる。 たとえば表の 記入 植 f,, は，部門 2 

の中間需要を 満たすための 部門 ェ からの販売で 

あ る。 したがって各行記入植合計 T,, T 。 " 

        T" は ，それぞれ部門 ェ，                 ，れに ヌす 

する中間需要額の 合計となって い る。 

つぎに表の記入値を 縦に読むと，同じ 数字 

が，その列のあ らわす部門の ，諸産業からの 中 

間 投入としての 意味あ いを持ってくる。 したが 

って列記入植合計 ユ ，㏄，・…‥， ひ " は，それぞ 

れ部門 1, 2,             ， れの中間投入額総計とな 
    

る 。 く U 九三二 %,. ‥‥・ ，ぴ " 三目 功 D 

各部門の活動は 生産物分類表のひとつの 生産 
i= Ⅰ i= Ⅰ 

物 と対応している。 つまり，各部門は 分類表の 

ひとつの生産物を 生産しているわけであ る。 

SEC ( および SEC 産業連関表 ) においてほ， 

部門はまず営利，非営利，私的，公的の 別に応 

じて大きく 4 つに 分 げられる。 

a. 財貨および営利サービス 生産部門 : 営利部 

ドヨ 。 

b. 一般政府の非営利サービス 生産部門 : 一般 

政府非営利部門。 
c. 民間非営利団体の 非営利サービス 生産部 

門 : 民間非営利団体非営利部門。 

d. 家計の非営利サービス 部門 : 家事サービス 

( 部門 ) 。 

このうち a で財貨と呼ばれているものは ， 新 

SNA における商品的に 相当すると思われる。 

これらの部門は 制度部門とは 異なるものであ 

る。 たとえば，制度部門の 一般政府に属す 制度 

単位の活動のうちで ，財貨や営利サービスの 生 

産 に関与する部分は 営利的な活動とみなされ ， 

その部分だけは 同質的生産単位として 営利部門 

に所属させられているのであ る。 b) が 一般政 

府非営利部門となっているのには ，そういう 意 

5) 経済企画庁 [2, p. l9], United Nations [8, 

p.231],  山 T  [g.  p.31]  を参照。 

味 あ いがあ る。 c の民間非営利団体非営利部門 

についても同様であ る " 。 

部門を具体的に 列挙するとつぎの 通りであ 

る。 ( 頭につげた番号は SEC における 分窺 コ 

ードであ る カ 

財 貨 

01 農・林・漁業 

03  石炭，亜炭 ( 褐炭 ), 練炭 

05  コークス製造 

07 原油，天然ガスおよび 石油製品 

09  電力，都市ガス ，蒸気および 水道 

Ⅱ 放射性物質・ 鉱石の生産・ 処理 

工 3  鉄鉱石および 錬金属，非鉄金属鉱石および 

非鉄金属 ( 放射性のものを 除く ) 

15  非金属鉱物製品 7) 

17  化学製品 

19  金属製品 ( 機械および輸送用機器を 除く ) 

21  農業用機械および 産業用機械 

23  事務用機械，データ 処理機械，精密機器， 

光学機器 

25  電気機械・器具 

27  自動車 

29  ョ 目白 動 車輸送用機器 

31  肉類， 肉 処理保存，その 他屠殺動物製品 

33  ，ルクおよび 酪農製品 

35  その他の食料品 

37  飲料 

39  タバコ製品 

41  繊維，衣類 

43  皮革，皮革製品，履物 

45  製材，木製品・ 家具 

47  紙製品，印刷物 

49  ゴム製品およびプラスチ " ク 製品 

51 その他の製造業製品 

53  建築および土木工事 

6)@ OSCE@ [6 ， p ， 39] ， 

7)@ non ， metallic@ Ⅲ     neral@ products@ @@ United@Na- 

tions  [8]  の邦訳によってこのように 訳したが， 

日本産業連関表では「窯業土石製品」となって 
いる ( 行政管理庁 [1])0 
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営利サービス 利 団体による ) 

55  再生および修理 93  家事サービスおよび 他に分類されないその 

57  商業サービス ( 卸 ・小売業 ) 他の非営利サービス 

59  飲食・宿泊サービス 

61 内陸輸送サービス 以上 44 部門であ るが， これはさらにこさかい 

63  海上輸送・航空輸送サービス 小部門に細分されている。 詳細は OSCE [5, 

65  輸送付帯サービス pp. 8- は ],  [6,  pp. 172-176]  によって知るこ 

67  通信サービス とができる， 

69  金融・保険機関のサービス 

71 対企業事務サービス 2.  最終需要・需要 額 総計表 

73 不動産賃貸サービス 

75  教育・研究営利サービス 最終需要・需要領総計表の 形式は表 3 の通り 

77  保健営利サービス であ る。 ここでは，選ばれたひとっの 期間につ 

79 娯楽・教養サービス ，個人サービス ，他に いて国内部門で 産出された財貨・サービス と海 

分類されないその 他の営利サービス 
外から調達された 財貨・サービスが ，最終需要 

充足のために 処分されるあ りさまを示す。 

非営利サービス まず最終消費については 3 種類を区別して 表 

81 一般行政サービス ( 一般政府に よ る ) 示している。 家計，一般政府，民間非営利団体 

85  教育・研究非営利サービス ( 一般政府，民 に よ るものであ るが，一番目は 民間消費，あ と 

間 非営利団体に よ る ) 02 つは公的消費ということになろ う 。 これら 

89  保健非営利サービス ( 一般政府，民間非 常 はいずれも国内領域 8) における消費であ る。 

表 3  最終需要，需要 額 総計表 

  資本形成 駒     5    6     

部門Ⅰ 

部門 2   
部門 れ     
総計     

  
          

(OSCE [5, p. 16, table] [6, p.215, T4.2] にもとづいて 作成 ) 

1 : 国内領域における 家計最終消費・ 7: 共同体諸国への 財貨・サービスの 輸出   

2 : 一般政府の公的消費   8: 共同体外諸国への 財貨・サービスの 輸出   

3 : 民間非営利団体の 公的消費・ 9: 財貨・サービスの 輸出 ( 二 7 千 8)   

4: 国内領域における 最終消費 (=1 千 2 千 3). 10: 最終需要 額 総計 ( Ⅰ 4 千 5 千 6 千 9)   
5 : 総固定資本形成． Ⅱ : 需要 領 総計 ( 二 中間需要領総計十 10)   

6  : 在庫品増加・ 

8)  territoire  る conomique/economic  territory  の あ るので (OECD  凹 ]  の v 刮 ・Ⅱ， G 卜 ssary  を 

意味 (OSCE [6, p.22]) は， 新 SNA にお け 参照 ), 「国内領域」と 訳した。 
る domestic territo ワの 意味とまったく 同じで 
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総資本形成に 対しては二つのコラムが 与え ろ 

れていて，初めの 列は ョ卜 軍事目的の生産設備， 

建造物，等の 耐久財の形成を 記録し 9), 2 番目 

0 列は在庫品の 純増を記す。 在庫品の内容とし 

ては原材料，半製品， 仕掛 工事・仕掛品，完成 

口ロ 2 等が考えられる。 

つぎの 3 列は財貨・サービスの 輸出であ っ 

て ，輸出をヨーロッパ 共同体加盟諸国向けのも 

のと ヨーロッパ共同体覚の 諸国向げのものに 分 

げて示しているので ，結局それら 二 つ をあ わせ 

た 額を表示するためのコラムと 一緒 帝こ ， 3 列を 

賛 しているわけであ る。 この ょう に輸出を 2 種 

類 にかけて表示しておくと ， ョ一 " ッパ 共同体 

全体の産業連関表を 作成する場合などは 便利で 

あ る。 すなわちその 際には，共同体加盟各国の 

産業連関表から 共同体内諸国向けの 輸出を消去 

してしまえば ，あ とは共同体外への 輸出を加え 

合わせることに よ り共同体全体の 財貨・サービ 

スの 輸出が容易に 求まるからであ る。 なお， 価 

額の評価は，船積み 価格 (fob 表示 ) で行われ 

ている。 

最後の 2 列には，最終需要額の 総計 と ，中間 

需要額も含めた 需要 領 総計を与えている。 
ところで表に 記入さるべ き 取引の価額評価に 

はいくつかの 方法があ る。 ヨーロッパ共同体 産 

業 連関表で採用ぎれているのはっぎのようなも 

のであ る。 

a. 概算要素価格評価 : 財貨・サービスが 生産 

者の手を離れてはいるがまだ 課税されて い な 

い 状態で評価したもの。 輸入品については 船 

から荷揚げをしたばかりで 税関を通過してい 

ない ( 関税をかけられていた い ) 状態，すな 

ね ち cif 価格で評価したもの。 

b. 生産者価格評価 : 生産関連 税 が課税された 

状態で評価したもの。 輸入品については 通関 

価格評価とする。 

9)  政府に よ る軍事目的耐久財の 購入は，一般政府 
非営利サービス 生産部門の中間投入になる。 こ 

れば新 SNA における扱いと 同じであ る (Unied 
Nations  [8,  p.233], 経済企画庁 [2,  p.267]) 。 

c. 購入者価格評価 : 最終的な使用者の 支払う 

価格，すなわち 運賃，商業マージン 等を含む 

価格で評価したもの。 

3. 本源的投入・ 財 サービス供給額 表 

財貨・サービス 生産のために 諸部門において 

投入された生産要素がどれほどの 価値を生み出 

すかを示し，あ わせて国内あ るいは海外から 調 

達される財貨・サービスがいかなるものであ る 

かをあ らわすのがこの 表であ る。 

表 4 を上から見て 行くことにする。 各部門の 

生産要素の生産への 寄与分，生み 出される価値 

額は粗付加価値，あ るいは締付加価値であ る。 

これを構成しているのは ，賃金・俸給Ⅲ，庵主 

負担金の実額および 帰属 領 ， 純 営業余剰， ( 固 

定資本減耗 ) であ る。 市場価格表示の 粗 ( 純 ) 

付加価値を求めるにはこれ 性生産関連税を 加 

え，補助金・ 助成金の支払を 差し引く必要があ 

る。 こうして求められるのが 表 4 の 18 あ るいは 

19 の市場価格表示の 純付加価値，組付加価値で 

あ る。 

さらに，生産物の 移転や振り替えをふくまな 

い部門国内生産額の 実数 ( その部門で実際に 生 

産された 額 ) を求めるために ，表 2 の中間投入 

額 総計を加えると ， 29 の生産者価格表示生産実 

額が得られる。 

ところで，経済においてあ る部門の生産物 

が， 他 部門の生産活動によって ，副産物や二次 

的 生産物，付随的サービスとして 生産されるこ 

とがあ る。 この場合には 生産物の振り 替え操作 

が行われることになるが ， これによって 得られ 

る集計 値は ， コード番号 49 の生産者価格表示生 

産物流通高であ る。 

輸入生産物に 対して国内生産物の 生産者価格 

と同等の評価を 与えるためには ， cif 価格に関 

Ⅰ 0)  賃金・俸給の 名目的支払 額 ( 粗 賃金・俸給 ) に 

麗圭社会保障負担金と 帰属社会保障負担金を 加 
えたものが，雇用者報酬 ( 雇用者所得 ) であ 
る。 



ヨーロッパ共同体産業連関表の 形式 ( 山下正毅 ) (203)  55 

表 4 本源的投入・ 財 サー ビス供給額 表 部門 1 部門 2   
01 組賃金俸給 

02  雇用主社会保障負担金 

03 純 営業余剰 

07  要素費用表示納付加価値 (=01+02+03) 

08  固定資本減耗 

09  要素費用表示組付加価値 ( 二 07 千 08) 

17  ( 付加価値税を 除く ) 生産関連 税純額 

I8 市場価格表示締付加価値 (==07+17) 

19  市場価格表示組付加価値 (=09+17) 
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87  ( 国内生産および 輸入 ) 生産物にかかる 付加価値税 

98 生産者価格表示財貨サービス 供給額総計 (=49+79+87) 

(OSCE  [5,  pp. l ト 18],  [6,  pp.216-217,  T  4.3]  にもとづいて 作成 ) 

税 ・保護関税等の 輸入関連税を 加える必要があ 

る 。 こうしてわれわれは ， 79 と番号を打った 話 
用 語 一 俺 

入植，同種生産物輸入額の 通関価格表示を 得る 

のであ る。 なお，財貨・サービスの 輸入の場合 
部 ドゴ :  branche/branch   

も ，輸出と同じく ， ヨーロッ ソく 共同体加盟諸国 
最終需要 : empIols 丘 naIs/ 丘 nal usesll)   

からのものと 共同体外からのものに 分けて表示 中間取引 表 :  tableau  des  る changes  interm 芭 di- 
が 行われていることに 注意しておこう。 aires/table@ of@ intermediate@consumption1"   

これに対生産物付加価値税を 加えることに ょ 最終需要・需要 領 総計表 : tabIeaudesemplois 

9,  98 の生産者価格表示財貨・サービス 供給額 finals et du》otal des emplois/table of final 
総計を得るのであ る。 

uses and tot;al uses. 

以上見て きたよう に ，ョ 一ロ ，パ 共同体の産 本源的投入・ 財貨サービス 供給額     tableau‥es 

業 連関表は基本的構造においてわれわれのもの 

と 同じであ るとほ言え，付加価値・ 供給額総計 11)  「最終用途」と 訳 、 してもよかろうが ，意味の上 

から「最終需要」とした。 周知の如く， 「最終 
0 表現 ( 表 4) は非常に複雑でわかりにくい。 需要」は普通， demande  6nale/6nal  demand 

ここに掲げたものほ 主な取引項目を ピ ，クアッ と言われている。 

プ して，最終項目が 生産者価格表示の 供給額 総 12)  mediatetransaction 「中間取引」のことを と ，英語でほ通常， 言 う ointermediatecon- inter- 
計 となる よう に再構成したものであ る。 原 麦に sumption は「中間消費」 のことであ るのは 言 

ついてはなお 今後も研究を 続けたい。 ぅ までもない。 
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ent て色 esPrlmal て es, des 工 essourceset du total 

des ressou て ces イソ table of p て lmary lnputs, て e- 

so ℡ ces and total て es0 ℡ ces. 

同質的生産単位 : unlt 芭 de p て oductlon homo- 

g さ ne/un 吐 of homogeneous p て oductlon. 

中間投入 :  intr 芭 e  interm る diaire/  inte,mediate 

lnput. 

中間需要 :  demande  interm 芭 diaire/intermedi. 

ate  demand. 

宮木Ⅱサービス : Se Ⅰ vlCe maFchand ,/ market 

Se て VlCe. 

ヨ 官営 禾 Ⅰサービス : servlce non ma Ⅰ chand ノイ non- 

m 町 ket  sewlce. 

中間需要領 斉 緒言 十 : total deS emplolS lnte て m 色 dl. 

aI て es/total of lnte 工 mediate uses. 

中間投入額総計 :  total  des  entr 芭 es  interm 芭 di- 

aires/tot 皿 。 正 intermediate  inputs. 

営利部門 :  b,anche  ma,chande  /  ma,ket 

branch ， 

一般政府非営利部℡ b,anchenon  ma,chande 

des  administrations  publiques/non.ma,ket 

b て anch  of  gener 田 gove Ⅰ nment. 

民間非営利団体非営利部門 :  b, 皿 che  non 

ma て Chande deS admlnlSt Ⅱ atlonS P て lV 芭 eS/ 

non-ma Ⅰ ket b て anch of p Ⅰ lvate non-p て o 且 t 

lnStltUtlonS. 

家事サービス : Se て vlCe domeStlqUe ノ domeStlC 

service. 

財貨 :  biens/goods. 

農・林・漁業 :  produits de 1'agriculture, de 

la  sylvic 田 ture  et  de  la  p 合 che/agricultural, 

fores 仕 y  and  且 shery  products. 

石炭，亜炭 ( 褐炭 ),  練艮 hou Ⅲ e, lignite, ag- 

glom 紅色 setbriquettes/CoaI, lignite(brown 

co 由 )  and  briquettes. 

コークス製造 : produits de la cok 芭 lfactlon/ 

products@ of@ coking ， 

原油，天然ガス およ   。   、     ・             :  p 芭 trole  brut, 

gaz  natu Ⅰ el,  pToduits  p 色 Ⅰ olie Ⅰ s Ⅰ c て ude  pe- 

枕 oleum,natu て al gas and pe 甘 oleum p て oducts. 

電力， 都市ガス， 蒸気および水道 : る ne,gie 

色 lect て lque@ g ㌶， vapeur et eau/elect Ⅰ ic 

power, gas, steam and water. 

放射性物質・ 鉱石の生産・ 処理 : mlnerals et 

P て OdultS de la t Ⅰ ansformatlon des matl さⅠ eS 

丘 ss Ⅱ eS e Ⅰ fertlleS/p て OdUctlon and p て OCeSS. 

lng Of radloaCtlve materi 田 S and O 工 eS, 

鉄鉱石および 錬金属，非鉄金属鉱石および ヨ巨鉄 

金属 ( 放射性のものを 除く ): mlnerals et 

m 芭士 aUX fe Ⅱ eUX et non fe てて eUX aUt て eS qUe 

fe て tlles et 丘 sslles イ fe て rous and non-fe てて ous 

OreS md metalS, Othe で than て adloactlve. 

ヨト 金属鉱物製品 : mIn る raUXe 士 P Ⅰ OdultS A baSe 

de mln 芭 rauX non m 芭 talliques ノ ， non-met 田 Ⅱ c 

mlne 「 al produCtS. 

化学製品     produits  chimiques  /  chemical 

products ・ 

金属製品 ( 機械および輸送用機器を 除く ): pro. 

dults en m る tauX ゑ l,eXclusl0n desmachlnes 

et du mat 奄て lel det て anspo て t,/metalp 工 0ducts 

eXcep 七 machlne て y and 比 anspo て tequlpment. 

農業用機械および 産業用機械 : maCh 、 neS a 牽 i- 

coles e 屯 lndust て lelIes/ag て lcultu て al and ln. 

dust て Ial machlnery. 

事務用機械，データ 処理機械，精密機器，光学 
機器 : machlnes de bu て eau, machlnes po ℡ 

le 仕 a 丘 ement de l,info て matlon, lnst て umen 偲 

deP て も ClSion, d,oPtiqUe et Slm Ⅱ al て eS/o 伍 Ce 

anddatap て OCeSSlngmaChlnes ク Preclslon and 

OPtlCal lnSt て UmentS. 

電気機械・器具 : mat る亡 iel et fou 耳 nltu て es る leC. 

迂 lqueS//electTlCal goods. 

自動車 : v 壱 hlcules et mo 屯 eu て s automob Ⅱ es/ 

moto て vehlcles. 

ヲト 自動車輸送用機器 : moyens de t て anspor セ 

aut て es que v 芭 hlcules aut0mob Ⅱ es/othe Ⅰ 

t"anSP"t 。 qu,pm 。 nt. 

肉類， 肉 処理保存，その 他屠殺動物製品 :  vi- 

andeS,  pT る paration  et  COnSe て VeS  de  Viande, 
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autres@ produis@ de@ 1'abattage/meats,@ meat 

preparations@ and@ preserves,@ other@ products 

from@ slaughtered@ animals   

ミノ ンク および酪農製品 : la は Se 亡 P Ⅰ OdU 比 Slaltle ニ S 

/milk@ and@ dairy@ products   

その他の食料ロロ : aut て es p て odults allmental て es 

/othe Ⅱ food products. 

多沸ト : bolss0ns ノ /beVe て ages. 

タノ、 コ卸 土用 : prodults 主 base de tab は cs/to- 

bacco p て <oducts. 

繊維，衣類 :  produitS  teXtiles,  habillement/ 

textIles and clothlng. 

皮革，皮革製品，履物 : cui,s, a,ticles en cuir 

et@ en@ peau ， chaussures/leathers ， leather 

and  skin  goods,  footwea,. 

製材，木製品・ 家具 :  bois  et  meubles  en  bois 

ノ t ㎞ be,,  Wooden  p,oducts  and  fu,nitu,e. 

紙製品，印刷物 :  papie,,  a,ticles  en  papie,, 

a,ticles  imp, ㎞ 芭 s  Ⅰ pape,  and  p,inting 

Prod UCtS   

コム製ロ口およてハ ブ   フスチック製ロロ : p Ⅰ odultsen 

caoutchouc et en pIastlque/ Ⅰ ubbe て and 

plastlc p て oducts. 

その 他 1 の舞 ム氾業製 ロロ : p 耳 odul も s des aut て es 

lndust て les manufactu て l さて es ノ /othe て manufac- 

%u て lng P て oductS. 

建築および 二 L 木工 @ 車 : batlments et ouv Ⅰ ages 

de g る nle Clvll ノ /bU Ⅱ dlng and COnSt エ UCtlon. 

早手生および 修理 : て ecupe て atlon et て eParatlon ノノ 

て eCoVe て y and て ePal て Se て VlCeS. 

商業 サ - 一 ヒス ( 年ロ・ づへ クロ 業 ): ServlCeS de COm- 

me Ⅰ Ce ノ /wholeSale and Ⅰ eta Ⅱ t Ⅰ ade. 

俺 欠食・ 7 目 Y ロサ - 一 ヒス : Se て vIceS de Ⅰ eS 士 au 耳 atlon 

et h 色 be Ⅱ gement / Ⅰ IOdglng and (:ate て lng 

services ， 

内陸革令 送 サービス : Se 耳 ViCeSde t Ⅰ anSPortlnt6 て - 

leu て /@nland t Ⅰ ansport Se て viCeS. 

海上輸送・航空輸送サービス : se,vices de 

士 Ⅰ anSPo 「 士 S  ma て ltlmes  et  ae て lens/ma Ⅰ ltlme 

and@ air@ transport@ services. 

輸送付帯サービス : se て vlcesanneXesdest て ans. 

                                                    services   

通ィ言 サービス : Se 「 vlCeS de COmmunlCatlon/ 

communication@ services   

金融・保険機関のサービス :  Se 「 VlCeS  deS  lnStl- 

tUtlonS de C 珪 dlt et d,aSSu て anCe Ⅰ・ S3 て VlCeS 

Of Credl Ⅰ and lnSUranCe lnStl%UtlonS. 

対 企業専務ラサービス : SC て VlCeS fou Ⅰ nlS aUX 

ent て eP Ⅰ lSeS/bUSlneSS SerVlCeS ProVlded to 

en 士 le て P て lses. 

不動産賃貸サービス :  services  de  location  de 

bi   ns@ immobiliers/@servi   es@ of@ renting@ of 

lmmovable goodS. 

教育・研究営利サービス :  se,vices  d,enseigne. 

ment et de エ eche て che ma Ⅰ chands/ma て ket 

se て vlces of educatlon and て esea Ⅰ ch. 

保健営利サービス : se て vlces de sant 色 ma て - 

chands Ⅰ market se て vlces of health. 

娯楽・教養サービス ， 個ソ 、 サービス，他に 分類 

されな㌧へその 他の営利サービス : se て Vlces て芭 - 

cr 芭 atlfs et cultu Ⅰ els, se Ⅰ vlces personnels, 

au 立て es se て vices marchands n. d, a. イ recrea- 

tlonalandcultu Ⅱ alse で vlces,pe Ⅰ sonalse 丘 vlces, 

o Ⅰ he て ma て ke 」 se Ⅱ vices  n. e. c. 

一般行政サービス ( 一般政府による ):  services 

d,administration  g 芭 n 芭 rale  des  administra- 

tionS  publique, Ⅰ gen 。 ， al publiC  ,e,Vi 。 es. 

教育・研究非営利サービス ( 一般政府，民間 非 

'a ， @ ・ UESft　     -　 -5)・ services cTenseignement 

et@ de@ recherche@ non@marchands@des@admi   i ・ 

strations@ publiques@ et                                         

services@ of@ education@ and@research@provided 

by general government and p Ⅰ lvate 

non-Pro 行正 lnStltUtlonS. 

保健 ョ卜 宮木Ⅱ サ - ビス (- 般 政府，民間ョ 目 宮木Ⅱ団 

体 @ よる ウ : Se 「 ViCeSdeSant 毛 nonma Ⅰ ChandS 

deS admlnlst 工 atlonS PubllqUes et prlveeS/ 

non ， market servi   es of he3th pro Ⅴ     ded by 

general@ government@ and@ private@ non-profit 

i   sttutions ， 
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家事サービスおよび 他に分類されないその 他の 

ヨ 官営 禾 リサービス : SerVlCeS d0meStlqUeS e 士 

autres servlces non ma て chandS n. d. a. Ⅰ 

domeStlC Se Ⅰ VlCeS and Othe て non.market 

serVlces n. e. c. 

Ⅰ
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国内領域における 家計最終消費 : consomma. 

tion@ finale@ des@ menages@ sur@ Ⅰ   territoire 

economique/@final@consumption@of@households 

On  the  eConomlC  te て :nlto 「 y. 

咄 政府の公的消費 : consommatlon collectlve 

deS admlnlStTatlonS PUbhqueS/CoIleCtlVe 

consumptlon of gene て al gove て nment. 

民間非営利団体の 公的消費 : consommatlon 

COlleCtlve deS admlnlSt て atlonS P Ⅰ lv 色 eS/Col. 

leCtiVe COnSUmptlon Of p 耳 lVate non.pro 行立 

lnstltutlons se て vlng households. 

国内領域における 最終消費 : consommatIon 

丘 naIe Su て le te てて ltolre eConomlque/ 丘 nal 

COnSUmPtlon On the eConomlC tenItory. 

総固定資本形成 : fo て matlon brute de Capltal 

行 Xe ノ gross 且 Xed Capltal formation. 

在庫品 増 刃コ : Varlatlon deS StoCkS/"Change ln 

StoCk     

共同体諸国への 財貨・サービスの 輸出 : eX. 

po て tatlonSde blens et Se て vlceS ve 耳 SlaCom- 

munau Ⅰ るア eXp コ て土 s of goods and se Ⅰ vlces 士 。 

EC@ countries   

共同体外諸国への 財貨・サービスの 輸出 : eX- 

poptations@de@biens@et@ services@ vers@ les@ pays 

tiers/exports@of@goods@ and@ services@to@third 

countrlKes. 

財貨・サービスの 輸出 : eXP0rtatlonS de bienS 

e 止 se て vIces Ⅰ eXpo て Ⅰ s of goods md sewlces. 

最終需要領 総き十 : to 士 aldesempIols 丘 nals/,to 土山 

final@ uses   

需要領総計 :  total  des  emplois/total  uses. 

粗 賃金・俸給 : salam Nes て et も 正 altemen 士 sS bruts// 

9 Ⅱ oss  wages  and  saIa Ⅰ les. 

雇用主社会保障負担金 :  cotlsations  soclales  も 

cha Ⅰ ge  des  employeu て s/empIoyers,  socla Ⅰ 

cont て lbutlons. 

純 営業余剰 :  eXc る dent net  d,eXploitation/net 

ope Ⅰ ating  surplus. 

要素費用表示 純 ( 粗 ) 付加価値 :  valeur  ajout 色 e 

nette  (b,ute)  au  codt  deS  f" 。 teu,S/  net 

(gross)@ v8ue@ added@ at@ factor@ cost   

生産関連 税 :  imp6tsl 碕 SAlap,oduction/taXes 

linked  屯 o  productlon. 

生産者価格表示生産実額 :  p,oduction  e Ⅱ ective 

aux@ prix@ depart-usine@ /@ actual@ output@ at 

prod uce て s) P て lces. 

市場価格表示 auX priX du march る /  at 

m 打 k e 屯 p て ices   

基本価格表示 auX  prlX  de  ProdUCtlon/  at 

basic@ prices   

振り替え 額 総計 : total des t て ansfe 二 Ⅰ s ア total 

t て ansfe て s. 

生産物流通 高 : p 「 oductlon dls ㎡ bu る e,/dls 抽 b- 

uted@ output ・ 

苗 f 価格表示同種生産物輸入総計 : totd des 

importations@ caf@ de@ produits@ simi Ⅰ   ires@ / 

total@ cif@ imports@ of@ similar@ products   

通関価格表示 :  auX  priX  d る part-douane  /  at 

ex-customs prlces. 

付加価値税 :  taXe  sur  Ia  valeur  ajout 召 e  (TV 

A)/vaIue  added  t 臆 (VAT). 
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